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ワクチン開発、財政刺激策が景気・業績回復をサポート

米国株式市場～好調な企業業績が下支え

 米国大統領選挙が11月3日に迫る中、7-9月期の決算発表が本格化しています。リフィニティブによれば、

S&P500種指数採用企業の3割強が決算を発表しました。7-9月期の当期純利益は前年同期比▲16.2％

の見通しです（10月27日発表時点）。これは9月末時点の予想（同▲21.5％）より改善しています。

7-9月期の当期純利益は前年同期比▲16.2％
9月末時点予想より大幅上方修正

「銀行」、「素材」の減益幅が大幅に縮小
「ヘルスケア」、「情報技術」、「生活必需品」は増益に転換

（前年同期比、％）

 セクター別にみると、「エネルギー」以外はすべて上方修正となっています。なかでも「金融」は同▲4.0％と同

▲22.1％より大幅に改善し、「素材」も同▲7.9％と同▲17.1％より減益幅が縮小しました。一方、「ヘルスケ

ア」は同▲2.2％から同＋4.3％、「情報技術」は同▲0.6％から同＋0.4％、「生活必需品」は同▲5.3％か

ら同＋1.0％と増益に転じる見通しとなりました。米国景気の回復が、業績面からも確認できます。

セクター＼年月期 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月

（実績） （予想） （予想） （予想） （予想） （予想） （予想） （予想）

S&P500全体 ▲ 30.6 ▲ 16.2 ▲ 12.1 14.4 44.4 22.7 ▲ 18.3 25.7

一般消費財 ▲ 64.6 ▲ 29.9 ▲ 23.3 74.2 187.1 45.3 ▲ 42.3 74.4

生活必需品 ▲ 4.2 1.0 ▲ 2.4 0.6 9.7 8.9 0.1 7.5

エネルギー ▲ 168.1 ▲ 122.6 ▲ 94.5 ▲ 59.1 151.9 318.8 ▲ 110.8 493.1

金融 ▲ 46.7 ▲ 4.0 ▲ 9.9 44.1 56.3 ▲ 8.9 ▲ 25.4 19.5

ヘルスケア 6.8 4.3 4.9 12.9 7.0 14.8 5.1 14.2

資本財・サービス ▲ 85.3 ▲ 62.1 ▲ 43.8 0.3 418.8 111.1 ▲ 57.0 89.4

素材 ▲ 28.6 ▲ 7.9 4.2 26.1 52.9 25.9 ▲ 12.1 30.3

不動産 ▲ 15.2 ▲ 13.4 ▲ 12.3 ▲ 2.5 13.2 10.6 ▲ 11.2 8.3

情報技術 5.6 0.4 0.7 10.8 13.0 19.2 3.3 15.7

コミュニケーション・サービス ▲ 16.8 ▲ 19.6 ▲ 17.0 6.9 29.1 35.2 ▲ 13.6 23.7

公益事業 6.4 ▲ 2.6 ▲ 2.1 3.3 2.3 4.5 0.4 5.6

2020 2021
20212020

【S&P500種指数採用企業の企業業績見通し】

（注）データは2020年4-6月期～2021年7-9月期。2020年～2021年。

2020年10月27日発表。 は2桁増益を示す。

（出所）リフィニティブのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

ワクチンの開発、財政刺激策が景気・業績回復をサポート

 来年7-9月期までの業績予想をみると、ここまでの減益の反動もあり、大幅な改善が続く見通しです。ただ、米

国株式市場はこうした業績改善を既に織り込んでおり、業績のさらなる上振れが期待できるかが重要です。米国

の企業業績がさらに改善するためには、（１）新型コロナウイルスに対するワクチン・治療薬の開発や使用開始

にめどが立つ、（２）追加の財政刺激策が発動される、ことなどが必要と考えられます。いずれも、大統領選挙

の結果に拘わらず、具体化せざるを得ない重要な政策課題です。

 まずは、ワクチンの開発や普及です。米国では

11月、12月あたりにいくつかのワクチンが承認さ

れる見通しです。最初に必須ワーカーや高リス

ク者への接種が始まる公算が高まっています。

感染第3波が懸念されていることもあり、ワク

チンにめどが立ち、使用許可が与えられれば、

景気・業績にとって大きなプラス要因になると期

待されます。追加の財政刺激策は共和・民主

両党間の交渉が難航しています。ただ、家計向

け支援が21年の早い時点で合意されれば、消

費の大幅な落ち込みが回避されると期待されま

す。ワクチンの開発、財政刺激策が業績の回

復をサポートするとの確信が強まれば、米国株

式市場も堅調に推移すると考えられます。

https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/global/news201027gl.html
https://www.smam-jp.com/market/report/focus/usa/focus201028us.html

